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1 総則 

1.1 適用範囲 

 この仕様書は，Ａ棟地下３階ブリーフィングルームの壁面補修役務（以下，“本役務”という。）に

ついて規定する。 

1.2 引用文書等 

 この仕様書に引用する次の文書は，この仕様書に規定する範囲内において，この仕様書の一部をな

すものであり，入札書又は見積書の提出時における最新版とする。 

なお，引用文書に定める内容が，この仕様書に定める内容と相違する場合には，この仕様書に定め

る内容が優先する。 

a) 法令等 

情報本部における秘密保全に関する達（令和６年情報本部達第３号） 

情報本部における立入禁止場所等に関する達（平成２０年情報本部達第４号） 

  情報本部の情報保証に関する達（平成２０年情報本部達第５号） 

  情報本部の情報保証に関する達の運用について（通達）（情本計第４５２号（令和５年６月２９

日）） 

 

2 役務に関する要求 

2.1 本役務の概要 

 契約相手方は，別図に示すブリーフィングルームの壁面を補修するものとする。 

2.2 一般事項 

a) 契約相手方は，契約後，速やかに官側担当者と作業日時の調整をするものとする。作業時間は，

原則として、令和８年１２月１９・２０・２６・２７日、令和９年１月２日・３日及び２月６日・

７日を除く土、日、祝日の８時３０分から１７時１５分（休憩時間を１２時００分～１３時００

分とする。）までとし，やむを得ず時間外に作業を実施する場合は，あらかじめ監督官に承認を得

る。更に，役務実施間における平日については，会議場として使用できるよう，以下の状態にす

ることとする。 

1)  資材、工具及び廃材を撤去又は所定場所に集約する。 

2） 通路及び出入口を確保する。 

3) 粉じんが残らない状態とする。 
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4)  未施工部や端部の落下、剥離等がない安全な状態とする。 

5)  机、椅子、備品等を所定位置に復旧する。 

b) 契約相手方は，本役務の履行において，防衛省内の施設及び既設備等に損傷を与えないようにし

なければならない。 

  万一損傷を与えた場合は監督官に報告するとともに，契約相手方の責により回復しなければなら

ない。 

2.3 実施場所 

本役務を実施する場所は，防衛省情報本部（東京都新宿区市谷本村町５番１号）Ａ棟地下３階ブ

リーフィングルームとする。 

2.4 役務期間 

 本役務の履行期限は，令和９年３月３１日（水）までとする。現地施工については，３月７日まで

に完了するものとし，その後，履行期限までに検査等を完了するものとする。 

2.5 壁面の補修 

本役務における壁面の補修に関する事項は，次のとおりとする。 

a) 契約相手方は，図１に示すＡ棟地下３階ブリーフィングルームの対象壁面に，メラミン化粧板を

施工する。 

 

 

図１ 壁面補修の概略図 

b) 壁面の化粧パネルの材質についてはメラミン化粧板とし、アイカ工業株式会社製「セラール」又 

は同等以上の性能（耐汚染性、耐久性、色調及び意匠性）を有する製品を使用するものとする。

なお、同等品を使用する場合は，事前にカタログ等を提出し，監督官の承認を受けるものとする。 

c) 壁面の補修に必要となる資材・機器については，契約相手方が準備するものとする。 

d) 壁面の補修を阻害するブリーフィングルーム内の物品については、監督官と調整の上，契約相手 

方が移動するものとする。 

 

3 品質保証 

3.1 監査・検査 

監督及び検査は，契約担当官等が定める監督・検査実施要領による。 
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4 その他の指示 

4.1 現地調査 

 契約相手方は，必要に応じ現地調査を実施するものとする。 

4.2 情報の保全等 

 情報の保全等は，次のとおりとする。 

a) 契約相手方は，契約履行上，直接又は間接的に知り得た事項について関係者以外に漏らしてはな

らない。 

b) 契約相手方は，本役務の履行に当たり，電子計算機，可搬記憶媒体及び携帯型情報通信・記録機

器を持ち込み及び持ち込み使用することが必要な場合は，情報本部の情報保証に関する達及び 

情報本部の情報保証に関する達の運用について（通達）に定める申請を行い，許可を得るものと

する。 

4.3 立入手続 

 立入禁止場所への立ち入り等については，次のとおりとする。 

a) 契約相手方は，本役務の履行に当たり必要となるＡ棟地下の立入禁止場所への立入手続について，

情報本部における立入禁止場所等に関する達に基づき，官側と調整の上，行うものとする。なお，

立入りの申請が許可されるまでには期間を要することから，契約相手方は，本契約の締結後，速

やかに申請の手続を行わなければならない。 

b) 立入禁止場所への立入の申請を行うに当たっては，秘密保全に対する意識が十分に涵養される， 

  立ち入りにふさわしい人物をもって充てること。 

c) 立入禁止場所の入退室及び作業に当たっては，官側の立会者の統制に従うこと。 

4.4 官側の支援 

 契約相手方は，次の事項について官側の支援を必要とする場合には，官側と調整し，無償で官側の

支援を受けることができる。 

a) 現地における官側が保有する電話，電力及び水等の使用 

b) 現地における本役務の履行に必要な官有器材及び施設等の利用 

c) その他，官側が必要と認めた事項 

4.5 養生 

 契約の相手方は，施設などを破損させることのないよう養生するものとし，破損した場合は監督官

へ速やかに報告する。なお，養生に必要な材料は，契約の相手方が準備する。 

4.6 廃材の処理 

 本役務の履行等により廃材が生じた場合は，契約相手方が処分するものとする。 

4.7 仕様書に関する疑義 

 契約相手方は，仕様書の内容に疑義が生じた場合は，契約担当官等に申し出てその指示を受けるも

のとする。 


